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新型コロナウイルス感染症の発生に伴う定期の予防接種の実施に係る対応について 

 

 

新型コロナウイルスの感染拡大に伴う予防接種実施に係る本会の考え方につきま

しては、本年３月１４日付け（健Ⅱ323F）をもってご案内申し上げたところでありま

す。 

今般、新型コロナウイルス感染症への感染防止の観点から、定期の予防接種（定期

接種）の実施に係る対応について、厚生労働省からも各都道府県衛生主管部（局）あ

て別添の事務連絡がなされましたのでご連絡申し上げます。 

同事務連絡では、現在の定期接種実施方法の意義を踏まえ、基本的には引き続き定

期接種を実施するとしつつ、その際には、新型コロナウイルス感染症への感染防止の

観点から、実施医療機関等において時間帯又は場所を分けるなどの配慮および器具や

従事者を介した院内感染防止について適切な対応を取ることを求めております。 

また、同感染症の発生に伴い、地域の実情に応じて、上記の対応が困難な場合等に

おいて、市町村の判断によりやむを得ず規定の接種時期を越えて定期接種を行った者

については、予防接種法施行規則第２条の５第３号（長期療養特例に定める特別の事

情）に該当するものとして取り扱って差し支えないとしております。 

なお、規定の接種時期を越えて定期接種を行う可能性が生じた場合は、実施前に医

療機関から市町村に相談し、必要な手続き等について確認の上、実施していただきま

すようよろしくお願いいたします。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知のうえ、関係医療機関に

対する周知方についてご高配のほどお願い申し上げます。 
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新型コロナウイルス感染症の発生に伴う定期の予防接種の実施に係る対応について 

 

 

 今般、新型コロナウイルス感染症について、政府の新型コロナウイルス感染症対策本部

において、「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」（令和２年２月 25 日。以下「基本

方針」という。）が決定されたところです。 

 各地方自治体における予防接種担当部局においては、基本方針の趣旨に留意するととも

に、予防接種事業等について、下記に留意の上、適切な対応をお願いいたします。また、

都道府県においては、管内市町村（保健所を設置する市及び特別区を含む。以下同じ。）へ

の周知をお願いします。 

 

 

記 

 

 

１ 予防接種法（昭和 23 年法律第 68 号）第５条第１項の規定による定期の予防接種（以

下「定期接種」という。）については、ワクチンで防げる感染症の発生及びまん延を予防

する観点から非常に重要であり、感染しやすい年齢を考慮して感染症ごとに接種年齢を

定めて実施しているものであることから、基本的には引き続き実施すること。特に乳児

の予防接種を延期すると、感染症に罹患するリスクが高い状態となることから、関係者

と協力して接種機会の確保を図る必要があること。 

実施に当たっては、新型コロナウイルス感染症への感染防止の観点から、予防接種を

実施する医療機関等において、例えば、被接種者及びその保護者が、疾病の診療目的で

来院した患者と接触しないよう、時間帯又は場所を分けるなどの配慮を行うとともに、

器具や従事者を介した院内感染の防止についても適切な対応を取ること。 

 

２ 定期接種の接種時期については、予防接種法施行令（昭和 23 年政令第 197 号）第１条

の３第１項に規定されているが、今般の新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、地域

の実情に応じ、上記１の対応に当たって困難を来す場合や、特に高齢者への接種や追加

接種に当たって、接種のための受診による感染症への罹患のリスクが、予防接種を延期



することによるリスクよりも高いと考えられる場合等、規定の接種時期に定期接種がで

きない相当な理由があると市町村が判断し、やむを得ず規定の接種時期を超えて定期接

種を行った者については、予防接種法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 36 号）第２条の

５第３号に該当するものと取り扱って差し支えないこと。 

 

３ 上記２により、規定の接種時期を超えて接種を行った場合について、定期接種実施要

領 20（５）に係る厚生労働省への報告については、１件ごとの報告は不要であり、年度

ごとに、ワクチンごとの接種件数及び人数をまとめて、都道府県を通じて翌年度の６月

30 日までに報告すること。様式については、別途お示しする予定である。 

 

（参考）厚生労働省ＨＰ 「新型コロナウイルス感染症について」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html 

 

 


